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議  長  名 

 

 地方自治法第99条の規定により、下記のとおり意見書を提出します。 

記 

農業従事者の高齢化や担い手不足等により、地域農業の維持が困難な状況に

直面する中、国は新規就農者育成総合対策を通じて、次世代を担う人材の一層

の呼び込みと定着を進めている。 

しかしながら、同制度の就農準備資金及び経営開始資金については、交付対

象となる者の就農時の年齢要件が49歳以下とされており、50歳以上の中高年層

の就農希望者の挑戦を十分に後押しできていないことが、新たな担い手の確保

を進める上での課題の一つとなっている。 

こうした状況を踏まえると、若年層の新規就農を推進することはもとより、

他産業で培った経験や技術を有する中高年層の就農希望者にも支援の対象を広

げることで、多様な人材の農業への参入と定着を図ることが求められている。 

よって、本県議会は、国会及び政府において、持続可能な地域農業の実現に

向けて、新規就農者育成総合対策のうち就農準備資金及び経営開始資金に係る

交付対象者の就農時の年齢要件を「60歳以下」に引き上げることを強く要請す

る。 

宛 て 


